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1.ま えがき いま何が基本問題
なのか
1991年12月,EC首脳 はマース トリヒ トで,
ECの 新憲法 といわれ る欧州連合条 約 に調 印 し
た。 この条約 は,80年代後半 の世界経済の激動に
どのよ うに対応す るか,加 盟国が新 しい次元で ど
のよ うに経済的,政 治的に連合す るかにあ った。
この点 について,わ た くしは,「新EC論 一 マー
ス トリヒト条約 の性格 と課題」(「商経論叢』第28巻
第1号,1992年9月刊)を発表 した。その論文では,
新EC論 は,一 方で,全 欧州 の経済協力を どのよ
うに進 めるか,と いう問題意識の もとに,欧 州通
貨同盟,欧 州政治同盟をめざ したECの 再構成 を
どのよ うに考え るべきか,そ れ は70年代,80年
代 のECの 経済変動の中での メ リッ ト,デ メ リッ
トを総 点検 す る中で展 開 され るべ きで あ ると考
え,他 方で条約改定の問題点 を究明 したつ もりで
いる。
さ らに こう した視点 か ら92年市場統合 をめざ
した 『EC白書』の問題点 を明 らかに し,90年代
のECの 全体像 を示 した。のみな らず欧州連合条
約(マーストリヒト条約)は,東欧市民 革命,ソ 連の
解体 という外的変動要因の中で,新 しいヨーロ ッ
パの内発的発展 と しての 「欧州の新秩序形成」の
宣言であ ると位 置づ けた。
だが,わ た くしの 「新EC論 」の脱稿 日は1992
年4月30日 であ った。 それ は加盟国 におけ る単
一市場統合 に際 して の規制項 目がす でに70%ク
リアして いる時点 であ り,同 時に世界不況が欧州
連合への道 を厳 しくしている状況 ドにあ った。一
方わ た くしはその後の条約をめ ぐる市民的論争 を
重視 した。 デ ンマーク ・シ ョック後,加 盟国 の市
民の間か ら欧州連合条約(マ ース トリヒト条約)へ
の批判 が巻 き起 った。 この点を改めて取 り上 げざ
るをえな くなった。っまり1992年6月2日,デ ン
マ ー クにお いて は国民投 票 の結 果,批 准 拒否 と
な った。 この ことの意味 は大 きい。 とい うの はE
C委員会 は,こ の条約 の性格 を部分 的に変更せ ざ
るをえ な くな るほど深刻 に受 け とめ たか らであ
る。 のみ な らず他 の加盟 国 の反対 派 を勇気 づ け
た。 この点 を改めて,考 えてみたい。主要加盟 国
の条約批准 の道 はきわめて厳 しくなった。それは
9月20日のフランスの国民投票 に表面化 した。そ
の投票の結果は賛成51,反 対49の僅少差で賛成
派が勝利 した。 さ らに11月4日,英 国の下院は,
メージャー首相が ド院で この条約 を審議すること
を提案 し,わ ずか3票 の差で可決 した。 また ドイ
ツにおいて も,条 約反対派が根強 く存在 した。一
方 アイル ラ ン ドは,6月18日 国民投票 の結果69
対31で賛成派が勝利 した。ル クセ ンブル ク国会
は7月2}賛 成89,反対11であ り,ギ リシャ国
会 は,7月31日,賛 成97,反対3で 可決 した。イ
タリア下院は10月29日,賛 成90,反対10で可
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決 した。 スペイ ン下院は,10月29日,賛成99,
反対1で 可決,ベ ルギー上院 は,11月4日,賛 成
82,反対18で可決 した。 ドイッ下院(特別委員会)
は,12月2日,賛 成95,反対5で 可決 した。
あえて こうした欧州連合条約への賛否を示 した
の は,中 小国 を除いて国民 の半数近 くが条約 に批
判的であ り,そ の意味 は何 かを明 らか に したいか
らであ る。 と くにこの条約の成立過程 において市
民参加をなぜ積極的 に展開 しなかったのか。欧州
の民主主 義 の メ リッ トは,根 本 的 に市民参 加 に
あったはずであ る。なぜ ブ リュ ッセルのEC本 部
の官僚 は加盟各国 の市民 のニーズを吸収 して この
条約 の改正 を展開 しなか ったのか,こ の点 も明 ら
かに したい。 それ は批准をあ ぐる論争 となった。
一方,こ の条約の基本 は,92年に市場統合を完
成 し,単 …通貨制度を確立す ることにある。 とこ
ろが,現 在通貨統一 の第1段 階において,と くに
92年9月中旬か ら12月にかけて,ECは 欧州通
貨危機 に直面 し,英国,イ タ リア,ス ペイ ンは,
平価切 り下 げを余儀な くされただ けでな く,欧 州
為替変動 メカニズム(ERM)から脱却 さぜ るをえ
なか った。この欧州通貨危機 の中で,「欧州通貨統
合 は空中分解 」 したのであろうか。「EMR(欧州
通貨変動制度)は命脈 を断たれた」のであろうか。
この点 を明 らか にすべ きであろう。だが本稿で は
省略 したい。少 くとも,ロ ーマ条約 の改定 の原理
を吟味する中で,こ うした問題 に対応すべきであ
ろう。
本研究 ノー トでは,条 約 の原点を吟味 した うえ
で,改 めて,批 准をめ ぐるフランス,イ ギ リスに
おける国民的論争の問題点を検討す る。 この こと
は,こ の条約の性格およびそのあ り方が改あて問
われているか らである。 そのたあには,批 准 をめ
ぐる論争を事実 を追 って示 さなければな らない。
以 上,わた くしの 「新EC論 」を補足す るのが,
本稿 の課題であ る。
いま世界経済 は,一方 で,米 国,EC,日 本の
貿易摩擦を中心 とする三極構造のあ り方が問われ
ているだけでな く,日 本,ア ジアNIESを 中心
とす る新 しい経済勢力圏を形成す る東 アジア経済
協力会議 もそのあ り方が問われている。 また米国
を中心 とす るカナ ダ,メ キシコの自由貿易協力協
定 の動 きも注 目されている。他方先進国によるC
IS(旧ソ連),東欧援助のあ り方 も問題にな って
いる。 こう した世界経済 における地域経済協力の
動 きの中で,改 めて欧州連合条約の原理 の批准の
賛否をめ ぐる市民的論争を検討す ることは,世 界
経済 のあり方をみる うえで も重要な課題であると
考え るものである。
2.欧 州連 合条 約(マ ース トリヒ ト条約)の
難 問一EC主 要加 盟 国 の批 准 をめ ぐる
動 向一一
(1)ECの歴史的原点 と現実的対応を考える
1958年の ローマ条約 に基づ く欧州経済 共同体
(EEC)の発足 の動機 はこうであ る。2っ の人戦
を経験 した当時の西 ドイツ,フ ランス,イ タ リア
は2度 と戦争 を繰 り返 してはな らないとい う理由
か ら,ベ ネル ックス3国 と協力 して ヨーロッパの
平和をどのよ うに構築す るかを進め ることにあっ
た。っま り欧州人同士が平和を創造するためにい
かに経済的 ・政治的に相互 に協力 してい くかを最
大の重要課題 と した。 そのためには,欧 州人同士
が従来 の国家至上主義を捨てて地域 に根 ざす国際
主義 に基づ く連帯を志向すべ きであると考えた。
とくに当時 の米 ・ソの生産力に対 して西欧 はどの
ように して生産力で対抗で きるか という問題意識
を もっていた。 フランスを巾心 に西 ドイツ,イ タ
リア,ベ ルギー,オ ランダ,ル クセ ンブルクは,
欧州石 炭鉄 鋼共 同体 を組織 し,6力国 の エ ネル
ギーの共有化 と産業の基盤 としての石炭 ・鉄鋼業
の育成 の共有化をめざ したのである。 一一方,6力
国 による新 エネルギーを共有化す るための原 子力
共 同体(EURATOM)の 組織づ くりは,経 済共
同体 の基礎 を形成 し,1958年のローマ条約 の基本
前提 を示 したのである。ECの 憲法であるローマ
条約 は,第2条 で,そ の使命 を こう明 らかに した。
「共同体 の使 命 は,共 同市場 の設 立及 び構成国 の
経済政策 の漸進的接近 により共同体全体 の経済活
動の調和 した発展,持 続かっ均衡的拡大,安 定 強
化,生 活水準 の一層のすみやかな向上,及 び構成
国の緊密 化 を促 進す ることにあ る」 と。西 ヨー
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ロッパ市民の生活 水準向 上のために,相 互 に協力
し,新 しい平和 な ヨmッ パ像 の構築 にあった。
当時の米 ・ソの冷戦構造 の中で,ヨmッ パの再
生 を従来 の一国至上主義 の国家 ・民族主義の強調
ではな く,「共同体」を通 じて 自国 の利益 を考える
とい う発想 があった。わた くしは,こ うしたEC
の成立事情 の背景 を こう書 いた。r第2次 世 界大
戦後,西 ヨー ロッパはアメ リカの経済援助 に依存
しっつ,自 らの復興計画の中に,そ れを活用 し,
新 ヨーロッパの道を選択 した。 と くに注 目したい
点 は,ヨ ーロ ッパの市民 が,2度 と帝国主義戦争
の犠牲 にな らず,か って作 りあげた市民社会 の理
念 である自由,平 等,連 帯の社会 を構築す ること
にあ った」(拙著 「現代 ヨmッ パ経済論』1990年,新
評論)。
このEC形 成の思想の原点 な しに,マ ース トリ
ヒ ト条約 はないのである。
こうした背景 のもとに,ECの 経済政策 は,6
力国の関税同盟 をはか り,第 三国に対す る共通関
税政策,通 商政策を設立 し,労 働力,商 品,サ ー
ビス,資 本の 自由移動 を実現する ことに,そ の目
標 をおいた。そのための共通農業政策(CAP),
共通運輸政策,共 通競争政策,加 盟国の経済政策
の調整,国 際収支の不均衡 の是正,各 国の法の調
整,労 働者 の雇用機会 の改善,市 民生活の向上,
欧州社会基金 の創設,欧 州投資銀行 の設立,EC
と関連途上国 との経済協力の樹立,EFTAと の
協力関係 などの方策を打 ち出 したのである。
この点 は,EC成 立以来35年聞 にたえず検証
されて きた。その メリット,デ メ リットも解明 さ
れてきた。70年代 はECの 従来の貿易効果 と成長
率が改 あて問 われ,と くに71年8月 のニ クソン
の新経済政策 に もとつ く国際通貨危機および,73
年末の国際石油危機へ の対応 はECに とって共同
体 と しての経済防衛 を余儀な くされた。と くに71
年の アメ リカの ドル防衛政策 に対 してECの 選択
した共通通貨政策 は,共 同体的 な性格 を もった対
米経済政策 にあ った。 当時 のECは,EC内 の経
済格差是正政策の主張 と,対 米共通通貨政策によ
るECの 結束強化政策 とい う2つ の主張 にわかれ
た。前者をふまえ るためには,当 面EC内 の共通
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通貨政策を優先 すべ きであるとい うのがルクセ ン
ブル ク首相であ り,蔵 相 であるウェルナー氏の通
貨政策であ った。 それが ウェルナー レポー トと呼
ばれた。その詳細な内容 は,他 の論文で分析 した
ので ここでは省略する。要 は ドルへの対抗措置 と
して,加 盟各国の共通通貨政策を もっ ために,各
国の中央銀行間で,為 替の変動率を調整 しよ うと
い うものであ る。 ウェルナーは,そ のためには,
各国の中央銀行 の協力の もとに,単 一通貨制度 を
設定すべ きであ ると主張 した。
この構想 は,そ の後の世界通貨の変動 に対応で
きず,実 現 しなか った。だが,市場統合のなかで,
EMS(欧 州通貨制度)を っ くり,そ のもとで,E
RMを 設置 し,EC加 盟国間 の為替変動率 を一定
に し,強 い通貨が弱 い通貨 を助 け,EC内 の変動
率2.25%で調整す るという考え方 を実現 した点で
一歩前進であ った。
(2)1980年代後半 のECの 対応
だが80年代 は,EC市 場 を統 合す るにあた っ
て妨 げている ものは何 かを解決す ることを優先課
題 と した。 この点 の詳細 な分析 は,拙 著 「現代
ヨmッ パ経済論』(1990年,新評論)第2部 第5
章および 「新EC論 」で展開 した。と くに85年の
『域 内市場完成に向けて』の経済政策思想 は,単一
市場の確立を妨 げている 「基準認証」「政府調達」
「サー ビス規制」 「税率 の相違」 などをどのよ うに
共 通化 す るか に あ った。 こ うした規制 項 目282
(当初は279項目)のうち,す でに95%が加盟12力
国 によ って採 択 され て い る(1992年12月10日現
在)。
1992年9月にEC委 員会 に 提 出 採 択 さ れ た
EC域 内市場統合白書 の年次報告書 は,そ の進捗
状況を90%であると発表 した。だがその後,11月
には95%に上昇 した。とくに目立 った点 は公共事
業契約の公開,欧 州規格 の統一,金 融サー ビス市
場 の開放,資 本の 自由移動,共 同体市民 としての
居住権 など重要分野で は,反 対が根強 くあ ったに
もかかわ らず,前 向 きの姿勢で うけ とめ られて い
る。
EC委 員会の報告書 によると,技 術 の標準化,
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自由なサー ビスの提供,公 共事業契約の公開など
について一括法案 を採択 したことで,一一連 の経営
革新 がおこり,ビ ジネス環境 も近代化 し,域外 に
対す る市 場競争 力 も高 ま った とい う。 た しか に
1985年には,加 盟 国の域 内貿易 は54%であった
が,91年には62%に高ま り,こ ん ご70%近くま
で にな るで あ ろ うといわれて い る。 と くに農産
品,工 業製品,資 本財の伸 びが目立 った。 こうし
た傾 向は,域 内の競争状態が改善 され,欧 州企業
間での協力が より緊密にな った ことを示 した もの
である。 また付加価値税や物品税の徴収 メカニズ
ム も改善 された。輸送部門で も,航 空輸送 の規制
が撤廃 され,運 賃 も安 くなった ことなどがあげ ら
れて いる。 この点,わ た くしの経験 によれば,ボ
ンか らベル リンへの航空運 賃 も,数 年 まえよ り
30%も安 くな り,サ ー ビスも,日 本 の航空会社よ
り格段 によい。 日本の航空会社のサー ビスは,ド
イツやイギ リスのサー ビスを学ぶべきであろう。
いま問題にな っているのは,ECの 商標法設定
に関す る提案 と欧州会社の定款を作成す るための
提案 である。現在では,加 盟国 ごとに商標登録手
続 きが必要 であるが,ECの 商標設定 は,そ れを
繰 り返 して行 わな くて もすむ よ うに した点 にあ
る。 この点 は,か な りの進歩であ り,効 率的であ
る。欧州会社の定款 の作成 は,EC会 社法の枠組
みの中で機能す る単一市場が開始 され るのに応 じ
て合併企業 の設立 を可能 に した。 とにか くEC市
民 レベルでの議論 に まで いかないが,「域内市場
統 合 白書」 に示 されて い る282の法律採 択状況
(1992年10月)を改めて示 す と 「EC委員会」が提
案済みの法律 は282件であり,「EC閣 僚理事会」
で採択 された法律235件,「閣僚理事会」で未採択
の法律47件 であ り,発 効済み の法律214件であ
り,市場統合 は,着実 に加盟国に定着 しつつある。
ここであえてEC統 合 に向けて重厚 に法律整備
を し,1992年末 に98%整備 されれば,EC市 場統
合 は完成 した といってよい。
ローマ条約 における未整備 な法律案件 を,加 盟
国がひとっひ とっ着実 に仕上 げている状況を私 た
ちは評価 したい。
EC市 場統合 は,通 貨統合 によ ってその経済的
保証 を うることが可能 なのである。 さ らにそれを
保証す るのが,政 治統合 なのであ る。 この点 は加
盟国の主権 にかかわ る問題であり,加 盟国市民 ひ
とりひとりの意思決定 にかかわ る問題である。 こ
ん ご加盟国間で も厳 しい詰 めを必要 とす るであろ
う。
(3)改め て 欧州連 合 条約 の主要 原理 を吟 味す る
マ ー ス トリヒ ト条約 は,市 場 統 合 を前 提 と した
通 貨統 合,政 治統 合 の性格 を もち,加 盟 国 の市 民
の歴 史 的 使 命 と21世 紀 の 欧州 の あ り方 をか け た
条 約 な ので あ る。 もち ろん,基 本 的 に は,1958年
の ロー マ条約 の改訂 で あ り,ロ ー マ条 約 の新 しい
段 階 で のあ り方 を示 した もので あ る。 新 しい欧 州
市民 の連 合 を明 らか に した もの であ った。
改 め て原文 を踏 まえ て考 え た い。 欧 州連 合 はそ
れ 自体 次 の 目標 を も って い る。
「均 衡 の とれ た持続 的発 展 を も った経 済 的,社
会 的進 歩 を促 進 す る こ とにあ り,そ れ は と くに域
内 の国境 な き地域 の創 造,経 済 的社 会 的地 域 間 の
格 差 是正 の ため の結束 の強化 を通 じて,経 済 的,
通 貨 的連 合 の確立 を通 じて,最 終 的 に は,こ の条
約 の各条 文 と対 応 して単 一通 貨採 用 を 含 む経済 通
貨 統 合 の推 進 に あ る(topromoteeconomicand
socialprogresswhichisbalancedandsustainable,in
particularthroughthecreationofanareawithout
internalfrontiers,thoughthestrengtheningofeco-
nomicandsocialcohesionandthroughtheestab-
lishmentofeconomicandmonetaryunion,ultimat-
elyincludingasinglecurrencyinaccordancewith
theprovisionsofthisTreaty;)」。 ここで の経 済 的,
社 会 的格 差是 正(結 束 一cohesion)資金 設 定 に注 目
したい。 市場 統合,通 貨 統 合 の ため の経 済 的社会
的 格差 是正 の たあ の結束 資 金 を強 化 し,連 合 の実
現 を具 体化 してい く方針 が明 らか に され て い る。
この点,「新EC論 」で は,十 分 に解 明す る ことが
で きなか った ので,こ こで あ えて取 上 げた。 と く
に欧州 地域 間 の格 差是 正(conhesion)基金 は,そ
の 後 具 体 化 され て い る。 す な わ ち1992年8月 に
EC委 員 会 は 「欧 州格 差是 正(結 束)基 金 規制 革
案」 を採 択 して い る。
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93年初 頭 に,マ ー ス トリヒ ト条 約 の批 准 を待 た
ず に,EC委 員 会 は,基 金 の設 置促 進 の提 案 を ま
とめ,実 行 に移 す準 備 を した ので あ る。
欧州 結 束基 金 は加 盟 国 の地 域 間格 差 を是 正 し,
と くに低 所得 地 域 の ニ ー ズに よ って そ の地 域 の 所
得 向上 を はか るため に社 会投 資 を実 施 す る とい う
もの で あ る。 もち ろん そ の地 域 の 自立 した経 済 計
画 を主 体 に して資 金援 助 す る もので あ る。 この点
は あ とでふ れ る。
欧 州連 合 の 第2の 目的 は,「国際 分野 に お け る欧
州 連 合 と して の存 在 性 の確 立で あ り,それ は,と く
に やが て は共 通防 衛 に通 じる最終 的 な共 通 の防 衛
政策 の形成 を含 む 共通 外交,安 全 保 障政 策 の手 段
を通 じて形 成 され る(t・assertitsidentynnthein-
ternationalscene,inparticularthroughtheirn-
plementationofacommonforeignandsecuritypol-
icyincludingtheeventualframingofacommonde-
fencepolicy,whichmightintimeleadtoacommon
defence)」。この点 の具体 化 はお くれ て い る。
第3の 目的 は,「欧 州 連 合 の市 民 権 の導 入 を 通
じて 加盟 国 国民 の人権 擁 護 と利 益 を 強化 す る こと
に あ る(tostrengthentheprotectionoftherights
andinterestsofthenationalsofitsMemberStates
throughtheintroductionofacitizenshipofthe
Union)gyp
この共通 市 民 権 の導 入 は,ロ ーマ条 約 に お け る
加 盟国 の市 民 の あ り方 が不透 明 で あ った点 か らみ
て,人 きな 前進 で あ る。 欧州 市民権 の確 立 は,基
本 的 に平 和 耳軍 縮,人 権 の確 立,民 主主 義 の定 着,
と くに政 策 決定 過 程 へ の市 民 の直接 ・間接 の参 加
権 を重 視 しな けれ ばな らな い。 それ は,EC加 盟
国 に2年 以 上住 ん だ人 に選 挙権 を与 え る ことに あ
る。 この点 を欧州 市 民 権 は,主 張 して い るの で あ
る。 住民 の地 域作 りのた め に,住 民 が地 方 自治 体
の行 政 に参 加 し,地 域 を活 性 化 し,地 域 を人 間 の
ふ る さ と にす る権 利 を保 証 した の で あ る。 この
点,「自国以 外 の加 盟 国 に住 む欧州 市民 は,そ の国
に国民 と同 じ条 件 で地 方 自治 体 選挙 の投 票,立 候
補 権 を もっ」 こ とが で きる と規 定 して い る。 問題
は欧州 市 民 権 につ いて は,加 盟 国市 民 が どの よ う
に,自 分 た ちの生 き方 を決 あ るか を,主 体 的 に議
論 す る場 を,あ らゆ る場 所 で展 開 で きる よ うにす
べ きで あ った。 だか らフ ラ ンスで も,イ ギ リスで
も,市 民 参加 の あ り方 が問 題 に な った ので あ る。
この点,あ とで のべ る。
欧 州連 合 条約 の第4の 目的 は,司 法 お よび各 国
の諸 問 題 に お け る密接 な政 府 間協 力 を発 展 す る こ
とに あ る(todevelopclosecooperationonJustice
andhomeaffairs)。こ こで は,司 法 その他 加 盟 国 の
諸 問題 につ いて各 国 の主 権 を尊重 し,EC加 盟 国
間 で,協 議 す る とい う もの で あ る。
この条約 は,あ くまで も各国 の 「補完 性 の原 理 」
(権限配分)を 尊 重 し(respectingtheprincipleof
subsidiarity)相互 の協 力関 係 を重 視 して い る。 例
えば,F章 で は,欧 州 連 合 は民主 主 義 の原理 に基
づ く政 府 を もつ加 盟 国 の,国 家 と して の アイ デ ン
テ ィテ ィーを尊 重 す る(TheUnionshallrespect
thenationalidentiesofMemberStates,whose
systemofgovernmentarefoundedontheprinciples
。fdemocracy)。ECの加盟国の主体性,分 権性 を
尊重す るとい う視点を一貫 させている。各国の経
済政策の主体 を前提 に し,相 互の協力 と調整を展
開す るというのである。
さらに本条約 の第2項 では,ロ ーマ条約 の修正
を詳細 に展開 してい る。 と くに 「経済 ・通貨統合
の原則 ・目的」 も明示 している。 例えば,「第2
条」 において は,こ う補足す る。「欧州共同体は,
共通市場,経 済 ・通貨統合の創設,共 通政策 およ
び第3条 と第3条aで 定 め られた活動 を通 じて,
共同体全域での調和 と均衡の取れ た経済活動 の発
展,環 境 を重視 しつっ,持 続的で イ ンフレな き成
長,経 済状況 の高い程度 の収束,雇 用 と社会保護
の高 い水準,生 活 水準 の上昇 と生活 の質,経 済
的,社 会的地域間格差 の是正,加 盟国間の連帯の
強化を課題 とする(TheCommunityshallhaveas
itstask,byestablishingacommonmarketandan
economicandmonetaryunionandbyimplementing
thecommonpoliciesoractivitiesreferredtoinArti-
Iles3and3a,topromotethroughouttheCommuni-
tyaharmoniousandbalanceddevelopmentofeco-
nomicactivities,sustainableandnon-inflationary
growthrespectingtheenvironment,ahighdegreeof
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convergenceofeconomicperformance,ahighlevel
ofemploymentandofsocialprotection,theraising
ofthestandardoflivingandqualityoflife,and
economicandsocialcohesionandsolidarityamong
MemberStates.)」。 経 済 ・通 貨 統 合 の 原 則,目 的
を 明 らか に した点 は,ロ ー マ 条 約 よ りか な り前 進
して い る。 と く に環 境 を 重 視 しっ っ,イ ン フ レな
き成 長 を 強 調 した 点 は,21世 紀 の 世 界 経 済 の あ り
方 に 対 して 人 き な 教 訓 を 与 え る で あ ろ う。 問 題
は,こ う した 原 則,目 的 をECは,今 後 ど の よ う
に 具 体 的 に 展 開 して い くか に あ る 。
第2条 の な か で,第3条aで 定 め た 内 容 と は な
に か を 一 部 要 約 的 に紹 介 して お く。 「第2条 で 定
め た 目 的 の た あ,本 条 約 に 定 め る タ イ ム テ ー ブル
に 従 い,加 盟 国 の 活 動 に は,各 国 経 済 政 策 の 密 接
な 調 整,域 内 共 通 市 場 の 創 設,共 通 目 標 の 設 定,
自 由競 争 に よ る開 か れ た 市 場 経 済 の 原 則 に基 づ く
経 済 政 策 の 採 用,さ らに 共 通 通 貨ECUの 導 入 に
っ な が る加 盟 国 間 の 為 替 交 換 比 率 の 固 定,共 通 金
融 ・為 替 政 策 の 策 定,実 施 が 含 ま れ る。 加 盟 国 の
活 動 は,物 価 の 安 定,健 全 な 財 政 ・金 融 の 維 持,
国 際 収 支 の 安 定 と い う 目 標 に 沿 っ た も の で あ る
(Y.ForthepurposessetoutinArticle2,theac-
tivitiesoftheMemberStatesandtheCommunity
shallinclude,asprovidedinthisTreatyandin
accordancewiththetimetablesetnuttherein,the
adoptionofaneconomicpolicywhichisbasedon
theclosecoordinationofMemberStates'economic
policies,ontheinternalmarketandonthedefinition
ofcommonobjectives,andconductedinaccordance
withtheprincipleofanopenmarketeconomywith
freecompetition.
2.Concurrentlywiththeforegoing,andaspro-
videdinthisTreatyandinaccordancewiththe
timetableandtheproceduressetouttherein,these
activitiesshallincludetheirrevocablefixingof
exchangeratesleadingtotheintroductionofa
singlecurrency,theECU,andthedefinitionand
conductasinglemonetarypolicyandex-
change-ratepolicytheprimaryobjectiveofboth
ofwhichshallbetomaintainpricestabilityand,
withoutprejudicetothisobjective,tosupportthe
generaleconomicpoliciesintheCommunity,in
ccordancewiththeprincipleofanopenmarket
economywithfreecompetition.
3.TheseactivitiesoftheMemberStatesandthe
Communityshallentailcompliancewiththe
followingguidingprinciples:stableprices,sound
publicfinancesandmonetaryconditionsanda
sustainablebalanceofpayments.)」。
ここにか か げ た内容 は ロー マ条 約 に は明記 され
て いな か った。 この点 一歩 前 進 で あ る。 と くに注
目 した い点 は,「共通 通 貨ECUの 導 入 にっ なが
る加 盟国 間 の為 替交 換比 率 の固定,共 通 金融,為
替 政策 の策定 」 を かか げた点 にあ る。 だが欧 州 為
替 変動 の中 で,ど の よ うに位 置づ け るか を明 らか
に しな か った。 こ う したECの 諸 目標 を具体 化 す
る ため に は,加 盟国 市民 の協 力 を必 要 とす る。
専 門的分 野 で あ る共通 通 貨政 策 にっ いて も,加
盟 国市 民生 活 とのっ なが りを 明 らか にす べ きで あ
ろ う。 国 際収 支 の均 衡 物 価 の安定,生 活 水 準 の
向 上 と,共 通 通 貨 政 策 が どの よ うに か か わ りを
もって展開 す るのか,補 足 条項 の解 説 と して 示 す
べ きであ った。
あ えてe原 文(CounciloftheEuropeanCommu-
ninesCommissionoftheEuropeanCommunities
TreatyonEuropeanUnion.1～255ページ)に基 づ い
て解 説 せ ざ るを えな い の は,こ の条 約 が,本 質 的
に加 盟 国 の市民 参加 に よ って どの よ うに作 られ た
かが 示 され て い ない か らで あ る。 本 来 は,加 盟 各
国 の市民 は,ど のよ うに経 済 政策 決 定過 程 に参 加
す るか をEC本 部 に進 言すべ きだ った。 同 時 にE
C本 部 は条約 の市民 向 け解 説 書 を配布 し,最低10
ヵ月 の討議 期 間 を設 定 し,EC委 員会 と各国 政府
の権 限関係 を どの よ うにす るか を明 らか にす べ き
なの で あ った。 欧州連 合 条 約 は,ロ ー マ条 約 の全
面 的改 訂版 で あ り,「単一 通 貨」 「共 通 外交 ・安 全
保 障政 策」「欧州 市民 権 」の3本 の柱 か らな って い
る。 この3本 の柱 にっ いて,EC委 員会 は,加 盟
国市 民 間 の議論 をす る場 を設 け るべ きで あ った。
と くに 「欧 州市 民 権」 につ いて は大 い に議 論 すべ
きだ った。 各国 の市民 権 と欧州市 民 権 との関連 性
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を理論 的に位 置づ けるべ きだ ったのである。 わた
くしは,各 国の市民権 を尊重 しっっ,EC全 体 に
共通 す る市民 権 を設定 すべ きで ある と考 えて い
る。 この点 の討論は十分 ではなか った。 デ ンマー
クが92年6月2日 に,国民投票の結果,こ の条約
の批准 を賛成49.3%,反対50.7%で拒否 したの
も,そ のひ とつの理由にな って いる。 デ ンマーク
議会 はこの条約を承認 したが,国 民 は拒否 した。
その理 由はなんだ ったのか。改 めて トー タルに考
えてみたい。第1は,ECの 官僚 システムに対す
る批判 であ る。 デ ンマー ク出身 の官僚 もい るブ
リュッセルのEC官 僚の市民権設定 にっいて疑問
を もったか らであ る。EC官 僚は果た して小国の
意見を吸収 して いるのか とい うのである。 この点
の批判 は妥 当性 をもって いる。第2に,防 衛政策
の面で,反 対 した。例えば英独共同軍 に自国軍が
組み こまれ,デ ンマーク軍 の独 自性 が失われると
い うのである。 この点 は}ECの 共通安全保障 に
っいての共通政策が十分 に示 されていない。 第3
に統 一市場が完成す ると,自 由市場が拡大 し,小
国の企業の競争力が弱 く,大 国の大企業 に吸収 さ
れ る心配があるか らだとい う。 この点,ECの 会
社法,独 占制限法などを通 じて,企 業の競争力の
条件 づ くり,競 争政策の中での企業 の活 力を発揮
しよ うとす る方針 を理解す べ きで あ ろ う。問題
は,ECの 競争政策の巾で,中 小企業 のあ り方を
議論すべ きなのである。
第4に,欧 州連合条約 に基づ く欧州市場統合,
通貨統合,政 治統合が実現す ると,デ ンマークの
福祉水準が低下す るか ら反対であるとい う。一体
福祉 とは何 か。 かつて ミ3ル ダールは,「福祉国
家」 か ら 「福祉 世界」への道 を提案 した。…国の
福祉水準が高 い ことに自己満足 しては,世 界 に参
加で きない。途上国の世界に対 して も,先 進国 は
福祉の輪 を拡大すべ きであると強調 した。 ミュル
ダールの福祉原理 に基 づ くな らばデ ンマークの福
祉水準をEC加 盟国に普及すべ きなのであって,
福祉水準が低下するとい う理由か ら反対す るのは
間違 ってい る。「福祉国家 デ ンマーク」か ら 「福祉
連合国家EC」 へを実現すべ きなのであ る。
第5に,単 一通貨制度が完成す るとデ ンマーク
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の通貨 もECUに 吸収 され,EC内 で最適経済条
件 にあるデ ンマークは,他 の加盟国の犠牲 にな る
か ら反対であるとい う。 この点は,福 祉国家主義
か ら福祉連合主義へ の発展 を理解 して いない。 そ
の他外国人労働者が移入 し,デ ンマーク経済 を混
乱 させるとい うのである。人間 と して外国人労働
者 を自らの問題 と して考え るべ きなのであ る。
ともあれ,神 奈川県 の人口800万よ り少ない人
口530万人の デンマー クの国民 の約2分 の1以 上
が批准を拒否 した。 この意味 は大 きい。 その後,
このデ ンマーク ・ショックは,フ ランス,イ ギ リ
スに波 及 し,EC首 脳 とEC本 部 にかな りの ダ
メージを与 えた。条約を理解す るたあにもよいこ
とであ る。デ ンマークのあ る世論調査で は,EC
加盟国の国民 の半数以上が 「マース トリヒ ト条約
を読んだ ことがない」 という。 この点 は,加 盟国
の政府,EC本 部 の責任問題 である。92年7月4
日,オ スロでのEC緊 急外相会議 は,① 条約 の修
正 などの再交渉を しないで,デ ンマークに対 して
加盟国の立場 を尊重 し,条 約に参加す る道 を閉ざ
さないとい うことを申 し合 わせた。EC統 合への
実現 に向 けて前進 するとい うのである。
デ ンマーク ・ショックは,EC加 盟国の市民 に
対 して改 めて,こ の条約の性格を どのよ うに理解
す るか とい う問題意識 を駆 り立てた。 その後,条
約 は,は じめに示 したように,各 国議会 で60%以
上 の賛成 を獲得 したが,デ ンマークを含 あ3力 国
で行われた国民投票で は,そ れ以下の賛成率に甘
ん じて いる。 この点,市 民 はこの条約の性格に批
判的である。
こ の 条 約 の 中 で 出 て くるTheprincipleof
Subsidiarity(補完性の原理)は,で きるだけ市民
に近 い水準で政策を決定す るという意味であ り,
一般 に日本 の主 要新聞は,「権力配分」と表現 して
いる。 っ まり 一方でECと い う共同体で,共 通 の
権力機構 を もつが,同 時に,そ れは分権化を尊重
す るという意味の ものである。この 「権力の配分」
の性格 は,加 盟国の市民の間で,具 体的諸問題を
通 じて議論 すべ きなのであ る。
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(4)経済的,社 会的格差是正 の論理
一一方,ECの 後発国であるスペイン,ポ ル トガ
ル,ギ リシャ,ア イルラン ドは,格 差是正(Cohe-
sion)の政策を要求 している。 これ らのECに お
ける経済発展の遅れている国々は,格 差是正を前
提 に してすべて批准 して いる。 もちろん こうした
国 において も地域の政策ニーズを もとにEC本 部
が政策構築をすべ きだと要求 している。条約の特
徴 は,各 国民国家を超越するところにECの 自己
革新があ ったはずである。 だが出来ていないとこ
ろに問題がある。ECに おける後発国の要望 は,
欧州地域間格差の是正である。 この点,EC委 員
会 は,欧 州 理事会 にお いて欧州結束基 金 を1993
年 はじめに設置す ることを決定 したが欧州結束基
金 は,構 造的に脆弱 な地域 を活性化するために設
営 された ものである。 とくに輸送および環境 の分
野で取 り組んだプ ロジェク トに対 して結束基金を
投入す る方針を決 めている。 マース トリヒト条約
の104条c項(財政赤字)に規定 されている経済収
れん(covergence)とい う目的を達成す るため に
必要なマクロ経済 をプログラムを進 めている加盟
国 に関 して は,基 金 の割当 は条件 づ きで,こ の基
金を活用す るといっている。
この地域格差是正 の基金 は,EC加 盟国国民1
人 あた りのGNPがEC平 均 の90%以下の加盟
国に対 して,欧 州連合条約 の104条c項にあ る経
済収 れん(covergence)の条件 を満たすためのプ
ログラムを もつ国 にお ける環境 プロジェク トと輸
送 システムを確立す る欧州横 断ネ ッ トワーク ・プ
ロ ジェク トを財政 的に援助す るとい うものであ
る。EC委 員会 は,93年か ら97年までの期間 に
100億ECUを計上 している。 すでに実施 の段階
に入 っているので ある。
この結束基金 は,次 のようなプロジェク トを支
援す るとしている。
欧州連 合条約第130条d項{1〕の目的 にかな う環
境 プロジェク ト。同条約129条b項の 目的 に貢献
し,ECの 優先順位 とガイ ドライ ンに一致す る輸
送 シス テム ・プロ ジェク トで,と くに同条 約第
129条c項(2)に従 って実施 され るもの に支援 す る
とい うものである。
(1)130条d項 の 原 文 を か か げ て お く。
WithoutprejudicetoArticle130e,theCouncil,
actingunanimouslyonaproposalfromthe
Commissionandafterobtainningtheassentof
theEuropeanparliamentandconsultingthe
EconomicandSocialCommitteeandtheCom-
mitteeoftheRegions,shalldefinethetasks,
priorityobjectivesandtheorganizationofthe
structuralFunds,whichmayinvolvegrouping
theFunds.TheCouncil,actingbythesame
procedure,shallalsodefinethegeneralrules
applicabletothemandtheprovisionsnecessary
toensuretheireffectivenessandthecoordina-
lionoftheFundswithoneanotherandwiththe
otherexistingfinancialinstruments.
TheCouncil,actinginaccordancewiththesame
procedure,shallbefore31December1993setup
aCohesionFundtoprovideafinancialcontribu-
tiontoprojectsinthefieldsofenvironmentand
trans-Europeannetworksintheareaoftrans-
portinfrastructure.
(2)129条c項 の 条 文
1.Inordertoachievetheobjectivesreferredto
inArticle129b,theCommunity:
‐shallestablishaseriesofguidelinescovering
theobjectives,prioritiesandbroadlinesofmea-
curesenvisagedinthesphereoftrans-
-Europeannetworks;theseguidelinesshallide-
ntifyprojectsofcommoninterest;
‐shallimplementanymeasuresthatmay
provenecessarytoensuretheinteroperability
ofthenetworks,inparticularinfieldoftechni-
calstandardization;
-maysupportthefinancialeffortsmadebythe
MemberStatesforprojectsofcommoninterest
financedbyMemberStates,whichareidentified
intheframeworkoftheguidelinesreferredtoin
thefirstindent,particularlythroughfeasibility
studies,loanguaranteesorinterest--ratesub-
sidies;theCommunitymayalsocontribute,
throughtheCohesionFundtobesetupnolater
than31December1993pursuanttoArticle130d,
tothefinancingofspecificprojectsinMember
Statesintheareaoftransportinfrastructure.
条文で 「経済的,社 会的格差是正」を強調 した
のは,EC域 内の各国間の地域格差是正 だけでに
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く,一 国 内 の 地 域 格 差 是 正 も含 ん で い る。 第130
条 のa項 で は こ う い っ て い る。 「欧 州 共 同 体 は 全
体 の 調 和 の 取 れ た 発 展 を 進 め る た あ,経 済 的,社
会 的 同 等 化 を 強 め る よ う,そ の 行 動 を 発 展 し続 け
る。 と くに 様 々 な 地 域 間 の 発 展 レベ ル の 格 差 を 是
正 し,農 村 地 域 を 含 む経 済 的 に恵 ま れ な い 地 域 の
後 進 性 を 克 服 す る。(lnordertopromoteitsoverall
harmoniousdevelopment,theCommunityshallde-
velopandpursueitsactionsleadingtothestrengt-
heningofitseconomicandsocialcohesion.
Inparticular,theCommunityshallaimatreduc-
ingdisparitiesbetweenthelevelsofdevelopmentof
thevariousregionsandthebackwardnessofthe
leastfavouredregions,includingruralareas.)」o
こ の格 差 是 正 の た め に,共 同 体 は 欧 州 地 域 開 発
基 金 な ど の 構 造 基 金,欧 州 投 資 銀 行(EIB)な
ど 関 係 金 融 機 関 の 活 動 を 通 じて こ れ らの 目的 達 成
を助 け る こ と が で き る。 こ の 点 の'詳細 な原 文 を 示
して お く{3)。
(3)130条B項
MemberStatesshallconducttheireconomicpoli-
ciesandshallcooardinatetheminsuchawayas,in
addition,toattaintheobjectivessetoutinArticle
130a.Theformulationandimplementationofthe
Community'spoliciesandactionsandtheim-
plementationoftheinternalmarketshalltake
intoaccounttheobjectivessetoutinArticle130a
andshallcontributetotheirachievement.The
Communityshallalsosupporttheachievementof
theseobjectivesbytheactionittakesthroughthe
structuralFunds(EuropeanAgliculturalGuid-
anceandGuaranteeFund‐GuidanceSection;
EuropeanSocialFund;EuropeanRegionalDevel-
opmentFund),theEuropeanInvestmentBank
andtheotherexistingfinancialinstruments.
ThecommissionshallsubmitareporttotheEuro-
peanParliament,theCouncil,theEconomicand
SocialCommitteeandtheCommitteeofthe
Regionseverythreeyearsontheprogressmade
towardachievingeconomicandsocialcohesion
andonthemannerinwhichthevariousmeans
providedforinthisArticlehavecontributedtoit.
Thisreportshall,ifnecessary,beaccompaniedby
appropriateproposals.
Ifspecificactionsprovenecessaryoutsidethe
Fundsandwihthoutprejudicetothemeasures
decideduponwithintheframeworkoftheother
Communitypolicies,suchactionsmaybe
adoptedbytheCouncilactingunanimouslyona
proposalfromtheCommissionandafterconsult-
ingtheEuropeanParliament.theEconomicand
SocialCommitteeandtheCommitteeofthe
Regions.
さ ら に 第130条c項 で は,欧 州 地 域 開 発 基 金
は,発 展 の 遅 れ た 地 域 の 開 発,構 造 調 整,ま た 衰
退 産 業 を 中 心 と す る地 域 の 産 業 転 換 に取 り組 む こ
と に よ っ て,共 同 体 内 の 主 要 な地 域 的 不 均 衡 の 是
正 を 援 助 す る こ と を 目 的 に す る と の べ て い る(原
文 は次 の通 りで あ る)。
第130条C項
TheEuropeanRegionalDevelopmentFundisin-
tendedtohelptoredressthemainregionalimbal-
antesintheCommunitythroughparticipationin
thedevelopmentandstructuraladjustmentof
regionswhosedevelopmentislaggingbehindand
intheconversionofdecliningindustrialregions.
欧 州 連 合 条 約 に お け る加 盟 国 の 市 民 の 懸 念 は,
こ の 条 約 が 詳 し く紹 介 さ れ 具 体 化 さ れ な い か ぎ
り,こ ん こ も問 題 が お こ る。 例 え ば 地 域 不 均 衡 是
正 の た め のEC投 資 銀 行 を ど の よ う に 構 築 し,具
体 化 す るか に か か っ て い る。
3.フ ランスにおける条約についての国民
投票の 「僅差」批准の問題点
とくに注 目 したい点 は,フ ラ ンスにおけ る批准
をあ ぐる国民的論争で ある。
デ ンマーク ・ショックは,他 のEC加 盟国 に対
して大 きなインパ ク トを与えた。EC問 題 の権威
者 で あ るイギ リスの シェ フィール ド大学 のS.
ジ ョージは,当 時,当'面考え られる方策 として,
① デ ンマーク抜 きで残 る11力国が批 准す る。②
条約 のなかで合意 で きる部分を切 り離 して批准す
る。③条約その ものを一部改正す る。④ 国民投票
の際の設問の表現を一部手 直 ししてデ ンマークに
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再 び 国民投 票 を求 あ る(TheImdevendent20ct・-
ber1992)。こ う した4つ の選択 の 中で,②,③,④
の い ずれ か を デ ンマ ー ク政 府 と他 のEC諸 国 の首
脳 が決 定 す る以外 に その方 法 が なか った。
92年10月3日,デ ンマ ー ク政府 は,欧 州共 同
体 との条約 の再交 渉 を進 め る方針 を決 定 した。 デ
ンマ ー クで は国 論 が2分 して お り,と くに 「外
交 ・安 全保 障 政策 の共通 化 や通 貨 統合 な ど,条 約
の抜 本 的 な改 正 な しに賛 成 票 を大 き く伸 ばす こと
は難 しい」 といわれ た。 問 題 は,条 約 の中 味 につ
い て改 め て国民 的論争 を よ びお こす か,条 約 の …
部 を棚上 げ して,改 め て批 准 す る以 外 に は考え ら
れ な い。
こ う した デ ンマ ー ク ・シ ョック は,フ ラ ンスに
波 及 した。ECの 先導 的 役割 を果 して きた フ ラン
ス政府 は,そ の危 機 感 を深 め,92年6月 の 上 ・ ド
両 院合 同会議 にお いて,こ の条約 の批 准 に不 可欠
な憲 法 改 正 案 につ い て,野 党 の一 部 が 反 対 した
が,592名 が賛 成 し,73名 が反対 した。 有 効投 票
の3分 の2以 上 を突 破 し,上 ・ド両 院 は,こ の条
約 を批 准 した。 だ が,国 民 の条 約 批 准反 対 の声 は
大 き くな った。 フ ラ ンス社 会党 は3月 の地 方選 挙
で敗 北 し,そ の反 省 と党 の低迷 を克服 しよ う とい
う戦 略 もあ った の だ ろ うが,6月3日,ミ ッテ ラ
ン大 統領 は この条 約批 准 の ため に国民 投 票 を行 う
こ とを決 定 した。
わ た くしは,92年8月28日 か ら9月13日,ロ
ン ドン,ブ リュ ッセル,ボ ン,ベ ル リン,ロ ン ド
ン へ と研 究 上 の 旅 を し た。 ロ ン ド ンで も,ブ
リュ ッセ ルで も,ボ ンで も,お 会 い した研 究 者 た
ち は,フ ラ ンスの 国民投 票 に関心 を もって いた。
9月7日,ボ ン大 学 の国 際経 済政 策研 究 所 を訪 問
した と き,所 長 の ノイ マ ン教 授 は,「 わた くしは,
マ ー ス トリヒ ト条 約 批准 に反 対 で あ る。 なぜ な ら
ば,通 貨 同盟 に参 加 す る こと は,主 権 をECに 委
譲 す る こ とに な るか らです 」 とい った の であ る,,
さ らに 「フ ラ ンスの国民 投票 で も反 対 派 が多 くな
り,批 准 を拒 否 す る こ とを期 待 して い る」 とい っ
て い た。 当 時 の イ ギ リス のThelndependent,
theFinancialTimesなど も,毎 日,フ ラ ンスの
国民 投 票 につ いて の論 評 が掲 載 されて いた。 この
点 は他の機会 にふれたいと思 う。
フランスの国民投票が どうなるか世界 も注 目 し
た。 なぜな らば,こ の投票の結果が欧州 の命運 を
握 ってい るか らである。9月10日以前 に,ア イル
ラン ド,ル クセ ンブルク,ギ リシャが批准を決 め
ていた。92年6月3日 のEC外 相会議 は,①条約
の再交渉 は しない。②他 の11力国 で批准手続 き
を進め る。③ デ ンマークへの扉を開 いてお く,の
3点で合意 した以上,フ ランスの批准 は,期 待 さ
れて いた。
フラ ンスの欧州連合条約 の批准 について は3っ
の予測がなされ た。① は大差で可決,② は小差で
可決,③ は否決である。結局,国 民 は②を選択 し
た。国民投票 の2週 間前 の9月7日 実施 した フラ
ンスの世論調査機関IFOPが 週刊誌 エクスプ レ
スの依頼で実施 した調査で は,回 答者の5α5%が
フラ ンスの欧州連合条約批准に賛成,49.5%が反
対を表明 したとい う。 この 世論調査 の4日 前 にあ
た る9月3日 には,「ノン」 の意見が急増 したた
め,ミ ッテ ラン大統領 はパ リ大学 の ソルボ ンヌ校
舎で公開討論会 を開いた。会 は500人の聴衆を相
手に,農 業,税 制,治 安,貿 易,市 民権 など広範
囲 な問題 を質問 の形式で実施 した。 ミッテラ ンは
批准反対派の代表であるセガ ン元社会問題相 との
討論 にも応 じた。わた くしは,こ の テレビ放映を
ブ リュッセルのホテルでみた。 ミッテランは 「こ
の条約が欧州全体 の平和 を守 るものであることを
強 く実感 している」 とのべ た。 この公開討論会に
は ドイッの コール首相 が衛星中継によって特別 に
参加 したことが印象的だった。独 ・仏の連帯を表
明す るかのよ うに,こ の条約 の批准 に賛成か反対
かは 「仏国民が欧州の運命を左右す るほどの重大
問題 になる」 とのべた。 スペイ ンの ゴンザ レス首
相 も参加 した。
反対論の中味 はこうであ る。農民 は 「この条約
を批准 した ら,農業保護が うちきられる」とい う
理由か ら,極 右派 は,「国家の正統性 を失 う」 か
ら,労 働者の一・部 は 「社会保障が低 ドす る」か ら
というものだった。その他の理 由はこうである。
「主権の放棄 にっなが る」「ブ リュ ッセル官僚の 支
配を導 く」「ドイツ ・マルクの脅威,移 民問題の錯
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綜化」「ユー ゴの内戦への介入の失敗」などをあげ
ている。
フランスの場合 の投 票行動 は,「この条約 に賛
成 か反対か」という表現形式で はな く,「この条約
の成立を前提 とす る憲法改II三のテキス トに賛成 か
反対か」であ った。 したが って欧州市民権 をめ ぐ
る民住地での地方選挙参加問題 ビザ発行権の性
格,単 一通貨制度への移行問題な ど(この点,詳細
な分析としては平田清明氏の 「深刻化 したフランスの
政治VS市場社会の分裂一一一仏国民投票 『僅差』成立の
意味するもの 一J『エコノミスト』1992年10月20日
号をみられたい)を中心 に議論 された。
ともあれ,フ ランスの国民投票をめ ぐる論議 は
圧巻であ る。 この点で,自 由 ・平等 ・連帯を基礎
にした民主主義の伝統 をみることがで きる。国民
投票 の結果 は,賛成 が51.05%,反対が48.95%で
あり,票の差 は54万票である。少 し皮肉 って いえ
ば,賛 成 に入 れた人 の うち,27万人弱が反対 に
回 っていれ ば,逆転 し,欧州の運命 は,こ の27万
人 によって左右 された とい ってよい。有権者総数
の3,830万人か らみると,ま さに薄氷の上 に成 り
立っていたので ある。政府 は反対派 の内容 を正 し
く受 けとめて,条 約 の具体化 を着実 に実現 してゆ
くべ きであろう。
この投票 の結 果は,基 本的 には,各 国 における
主権 とECの 連合 主権 との関連 をど うす るか に
あった。例 えば,加 盟国家 におけ る市民権 と 「連
合」国家 における共通 市民権 をどのよ うに配分で
きるかで ある。ECは,今 後,個 別性 と全体性の
論理,主 権国家 と超国家主権機構 の役割 と分担を
どのよ うに位置づけるかを示すべ きである。欧州
連合条約 は,こ の点 にっいて前文で理論的 に明記
で きなか った ことに,そ の限界があると思 う。例
えば,単 一通貨制度へ の移行 について も,加 盟国
がそれぞれ にもってい る伝統 的,歴 史的固有の通
貨 の発行権をECに 移譲す ることの意味内容 を理
論的 に構築すべ きだ った。市民権 に しろ,ビ ザの
発行権 の放棄 に しろ,い ず れ もその国の主権にか
かわ ることである。伝統的思考によれば,主 権 と
は,そ の国 の領 土 お よび民族 の共有性 で あ る言
語,習 慣,文 化,血 縁 などを形成 して きた歴史的
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風土の保全 と住民 の生活 の安全 を保障す る権限で
あ る。だが,こ うした権限 を,各 国が強調 し,固
持すればす るほど,過 去 の悪 しき国家主義,排 外
主義を もた らす ことは,歴 史的に考えて,自 明の
理であ る。一体,改 あて,… 国 主権 とは何 か,い
まや,ECは 地球市民 の次元で欧州 を構築 すべ き
である。ECは 戦争をな くし,平 和 と地球環境保
全 のために人類の共生 を目標に した超国家機構 の
性格 を もって運営 しなければな らない。
従来 の国家主権至上 主義 に立つ限 り,欧 州の運
命を切 り開 くことはできないので はなか ろうか。
フランスは,・ ・年 のEC設 立当時か らの積極
的なEC統 合のプロモー ターの役割 を果 た して き
た。に もかかわ らず,半数近 くの国民が反対 した。
この背景には,前 述 したよ うに統合 による国家主
権の制限 に対す る危機感がある。 当然である。市
民 にとって国家主権 とは何かが きわめて不明確で
あ った。「国境を こえて」,ヒト,モノ,カ ネ,サ ー
ビスの 自由化 とは何かを自覚 しない限 り,国 家主
義の錦の御旗 を振 りか ざさるをえない。 またEC
官僚主義への批判 も反対 の理由であ った。で はな
ぜ,EC本 部の官僚 た ち との対 話 の要 求 を しな
か ったのか。 この点,反 対派 の根拠 は弱 い。 もち
ろん,ECは 市民 に根 ざ した条約 にすべ きであ っ
た。少な くとも理事会の公開性,意 思決定 のプロ
セスに市民参加の実現をすべ きであ った。
こうした条約 に対す る疑問や,批判 は,条約 その
ものの性格 によるので ある。 に もかかわ らず この
点で条約 は新 しい欧州 のあり方を示 した 「革命」
的問題提 起で あ った。 また欧州市民 権 の規 定 は
「EC」市民 革命論の性格を示 した ものであ る。
4.イ ギリスにおける条約をめぐる論争点
1991年12月9日の首脳会議がオ ランダで開か
れた。その前日,英 国のメージャー首相 はBBC
放送 に対 して,ECは 「連邦制の 目標」を撤 回 し,
経済 ・通貨同盟 の最終的段階で英国 はECに 強制
されないとい う考えを示 した。英国に とって,欧
州連合条約が,連 邦性 の文 言を削除 し,連合 の範
囲でECと っ きあ うとい うのである。ECの 「超
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国家的機構」 に組み こまれないことを強調 した も
のである。 この点,条 約 は改訂にあたってかな り
考慮 したようだ。つま り,メ ージャー首相 には英
国国家至上主義者 に対 して,説 得性を もって対応
す るという戦略があ った。経済 ・通貨 の統合 は,
各国の主権 の一部 を委譲 しないか ぎりできない。
に もかかわ らず,英 国政府の立場 は,単 一通貨制
度 の実現 にあた って,一 歩距離をおいて対応す る
とい う考え方 にあった。
だが,マ ース トリス トの首脳会議 は,英 国の労
働社会政策 に対す る反対 を抑制 し,単一通貨発行
の時間表を承認 した。 もちろん英国 は,こ の両方
に も反対 し,英政府 と議長が別 に定あ ることを求
めたのである。英国民の半数は,デ ンマークの批
准拒否を歓迎 し,メ ー ジャー政権に,こ の条約の
見直 しを求めた。のみな らず,フ ランスの国民投
票の僅差 の批准承認 で,条 約批准 の手続 きを急 ぐ
ことにか なり慎重にな った。 それだけではない。
92年に入 って英国 の経済 の不況が深刻 になり,条
約批准問題 も真正面か ら取 りくめない状況にあ っ
た といわざるをえない。 ここで英国の最近の経済
動向をみてみよ う。
英国は,10月末現在で失業者数 は30ヵ月連続で,
増加 し,2年 間 マイナス成長 にな るだろうといわ
れている。
ECの 統 合 へ の展 望 を 明 らか に した85年の
「域 内市場 に向けて」を発表 した翌年 は321万人
の失業者で,失 業率 は11.6%にのぼった。その後
失 業率 は減少 を続 け,90年6月 に,失 業者 は約
160万人,失 業率 は5.6%で48カ月連続 で低 下
し,サ ッチャー政権の対雇用政策 も,当 時一応評
価 された。だが,90年に入 って,景 気後退の影響
で,失 業者数 は,170万人,失 業率5.7%と再び上
昇 し,92年4月には270万人,9.5%を記録 し,急
速 に悪化 した。
年齢別失業者構成をみると,25歳未満の年齢層
が全体の28,9%(92年4月)を占め新卒者 を含 め
た青年層 に多い(EmploymentGazetteJunel992)。
また91年の個人消費 支出の動 向をみて も,前 年
比1.7%減で前年の伸 び率 を下回 った(Econ・mic
Trends,April1992)0
鉱 工 業 生 産 指数 を み る と,91年は前年 比 で
3.0%減少 した。製造業生産だ けについてみて も,
金属,非 金属,エ ンジニア リング,繊 維 などの生
産 は低下 した。
去 る92年10月25日の ロ ン ドン市 内で,英 国
国営石炭会社で あるブリテ ィッシュ ・コールの炭
鉱 閉鎖 計 画 に反対 す る約15万人 の市 民 デモが
あった。サ ッチ ャー前政権か らメージャー政権 に
受 け継がれた保守党政権 の民活 ・民営化路線の矛
盾 が 吹 き出 した もの と思 わ れ る。 ブ リテ ィ ッ
シュ ・コールの早期民営化のための必要 な措置 と
してメージャー政権が ブリテ ィッシュ ・コールの
全国の50炭鉱の うち,採 算の とれない31の炭鉱
の閉鎖方針を打 ち出 したか らである。不況下で失
業率が10%を超 える中での31鉱区 もの炭鉱閉鎖
は,あ まりに も無謀である。 っいにM・ ヘーゼル
タイ ン貿易産業相 は 「10の鉱 山だけを閉鎖す る」
と して朝令 暮改 の政策変更 をせ ざ るをえ なか っ
た。
英国政府 は,サ ッチ ャー政権下で大小合せて45
の企業 を民営化 した。 その結果,政 府 は350億ポ
ン ドを手 に した。 だがそれを有効 に投資す ること
がで きないでいる。「政府支出を極力抑え,民間の
自由な競争 に任せ る」 という民活 ・競争力強化主
義が,民 営化政策 と並んだサ ッチ ャ リズムの2大
政策であ った。 だが,産 業の競争力 もつかず,英
国産業連盟 は,「政府の協力がなければ,93年か
らのEC市 場統合に対応で きないので はないか」
(TheIndevendent,1Novemberl992)と訴 えた。
世論 は,不 況による失業 と通貨危機 の増大の中
で ポン ド切下 げに直面 し欧州連合条約の批准 に厳
しい。「条約 よりも国内問題 を解決せ よ」というの
である。この条約 に対す る批判 の中味 は,「国家主
権 を侵害す るか ら」 だという。だが メー ジャー首
相 は一貫 して英国経済の活性化 のために も,こ の
条約を絶対に批准すべ きであるという態度 をかえ
て いない。
とくにメージャー政権 を危機 においや って いる
のは,国 内の失業増,貿 易収支の赤字,民 営化 の
不徹底,企 業の競争の低下,物 価高 とい うマイナ
ス指標 が連続的 にでて くるだけでな く,同 政権 は
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9月以来の通貨危機 に直面 しポン ド防衛のため外
国為替市場への介入に失敗 した点 にあ る。 この こ
とが野党 のみな らず政権を支 えて いる保守党か ら
批判 となって表面化 した。 メージャー首相 は,従
来か ら一貫 して欧州通貨制度(EMS)の維持を唱
えs景 気後退期に入 って も,通 貨 の切 り ドげを拒
否 してきた。 だが,92年9月16日,英 国 ・ポ ン
ド,イタリア ・リラ,スペイ ン ・ペセ タが急落 し,
ERMの 下限を割 り込 み,ポ ン ドとリラは,ER
Mの一 時的離脱 に追 いこまれた。同 日,イ ングラ
ン ド銀行 は,外 貨準備 のための約3分 の1に 当る
100億ポ ン ド相 当のマル クを為替市場 に売 ってポ
ン ドを支えたが,う ま くいかず,年12%へ公定歩
合を引 き上 げ,さ らに,3%の再 引き上 げを した。
16日夜,ジ ョン ・ス ミス労働党党首 は,「政府 に
よる為替相場 メカニズム(ERM)からの一時離脱
の後 の政府 の経済政策 は完全 に破 たん した」(The
FinancialTimes,17September1992)とのべた。
ポ ン ドの下落 は,輸 出企業の競争力を高め る。
その うえ,利 下げ も実現 し,ERM離 脱 によって
93年の成長率 を離脱 前に比 べ1%お しあげるとい
う試算がある。 だが,ポ ン ド利下 げを武器に した
成長路線を ク リアーにすればするほど,ERM復
帰 はお くれ,通 貨統合か らも遠 ざか るという矛盾
に直面す る。
ポン ド下 落は,輸 入 イ ンフ レをもた らし,競 争
力 も一時的に高 まるが,イ ンフレ不況の同時存在
にな りかねない。
こうした英国の難問を どのように克服 してEC
市場統合を実現 し,欧 州連合条約 を批准するかに
あ る。た しか に ポ ン ド危機 に直面 しっつ も,メー
ジャー首相が いうよ うにECの 中での英国の競争
力をっ けない限 り,英国企業 の前進 はあ りえない。
こうした国内の経済危機を欧州の通貨危機 の嵐
の中で,11月4日,英 国議会 は,欧 州連合条約
(マー ストリヒト条約)批 准の審議再開を決議 した。
英下院は,政 府が提出 した同条約の批准審議 を求
める動議を賛成319,反対316の小差で可決 した。
このことによって条約批准法案 は,11月末 か ら下
院委員会で討議 された。なん と与野党が7時 間 に
のぼ る討議を し,こ の条約 への批 判を強めたとい
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う。だが そのなかで メー ジャー首相はt「連合条約
を批准で きなければ,英 国 は,大 陸諸国の経済発
展 か ら取 り残 され,政 治 的影響 力 を失 って しま
う」 という危機感 を表 明 した。 わずか3票 の差 で
批准審議 の動議が可決 した背景 には,こ の条約 の
批准 にあたって,デ ンマークの意向を尊重 し,英
国 の主張を同条約 にもりこむ とい う政治的戦略が
あ った もの と思 わ れ る(Thelmdependent,4No-
vember,1992)0
だが メージャー政権 は,国 民与論,反 対派 の意
見を吸収 しっつ,欧 州連合条約を批准せざるをえ
ないで あろ う。 メー ジャー首相 は,12月11日～
12日,エデ ィンバ ラでのEC首 脳会議で,①EC
の民主的運営,② 各国 とEC本 部 との明確 なサ ブ
シデ ィア リテ ィ(権 限 の分担)の 宣言,③ デ ン
マークの通貨統合や共 同防衛政策な どへ の参加 の
免除,④ デ ンマークが市民権,司 法の分野で他国
と協力,⑤ この条約が加盟各国の社会保障政策 な
どに干渉 しない ことを求めた うえで,欧 州連合条
約を批准す るであろう。
5.あ と が き
市民のための欧州連合条約
を
ここで,欧 州市民 は,こ の条約 に対 して,ど の
よ うな反応を もっているかを検討す る。EC委 員
会 は,92年11月13日,毎年6ヵ 月 ごとに行 って
いるEC域 内の世論調査 を実施 してい る。その結
果 によると,欧州統合への支持率 は73%であ り,
88年春以来4年 半ぶ りの低 い水準 になった。とく
に目立 った結果 は,欧 州連合条約 への賛成意見 は
43%である。 この調査 は,連 合条約 の賛否 を問 う
仏国民投票直後 の9月 下旬 か ら10月中旬 にか け
て,EC12力 国の15歳以上 の市民計13000人を
対象 に実施 した。
欧州統 合への支持率 は,91年春 の調査 の81%
か ら3回 続 けて低 ドした。 またEC加 盟国であ る
ことの利益が 「ある」という回答 も,87年春以来,
5年半ぶ りに50%を割 り込む49%であ り,「利益
な し」は34%だった。こうした統合への支持離れ
は,英 国,ド イ ッの東部地域,イ タ リア南部 など
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不況 下の地域に目立 って いる。
今回の調査では,欧 州連合条約への賛成を直接
質問 した点が特徴であ る。主な国別にみると,オ
ラ ンダ,ベ ルギー,ル クセ ンブルク,ド イッなど
6力国で賛成が50%を超えたが,批 准に批判的な
英国では,反対43%,賛成26%であり,デ ンマ 一ー
クで も賛成26%,反対48%であり,賛成 は少数派
で ある。
一方ECの 後発地域 であるスペイ ン,ポ ル トガ
ルでは 「わか らない」が約50%であり,い かに関
心 が低 いかがわか る。12力国全体 の数字 を整理す
ると,賛成43%,反対27%,わか らない30%であ
る。
与論調査で見 る限 り,条約支持 は43%であるか
ら,い かに条約 の中味がよ く理解 されて いないか
がわか る。したが って改めて,EC加 盟国政府 は,
この条約の内容をわか りやす く紹介 し,EC市 民
自 らの問題 として論争を展開すべ きであろ う。
この条約 は,80年代後半か ら90年代全般の社
会,世 界経済 の変動 に対応 するために,原 点であ
る1957年末 に成立 した ローマ条約 を改訂 した も
のであ る。 と くに90年代後 半に試 み られ る通貨
同盟を完成す るのが当面 の最大課題 である。 この
点 につ いては,改 めて述 べることにす る。
だが,本 研究 ノー トのあとが きと してわた くし
は,1992年10月16日,イギ リスのバー ミンガム
宣 言を採択 した点を評価 したい。本論で述べて き
たように,デ ンマー久 フランス,イ ギ リスな ど
におけるこの条約 に対す る市民の批判を正 しくう
け とあ るため に,同 時に批准促進の方策を探 るた
めにEC臨 時首脳会議をバ ー ミンガムで開いたこ
とだ。 この宣 言は,ECの 権限集中の是正 と政策
の意思決定 の公開性な ど市民のニーズに対応す る
ための ものであった。 この宣 言の主内容 は,次 の
点にある。第1は,欧 州連合条約批准を促進 する
ことを再確認 した。欧州の激変が続 くなかで,欧
州の安定の基礎 に結 びつ く欧州連合の建設を進 め
る必要が ある。
第2は,民 主主義の国家共 同体 として欧州 は市
民 の支持が あってのみ前進する。最近 の議論の中
で現れた懸念 にこたえ るために,①ECと 欧州連
合条約 の利益 を市民 に提示す る。②ECの 活動内
容 を知 らせ るためEC理 事会 の公開性 を実施 す
る。③加盟各国の歴史,文 化,伝 統 の尊重 とEC
活動分野を明確 にす る。④ 各国の市民であること
を侵略せずに,こ の条約が新 しい権利を付与す る
こと一 な どを重要 な課題 と した。
第3は,92年12月のEC定 例首脳会議までに,
理事会 の決定過程の公開性 を検討す る。
第4は,加 盟各国議会がECの 活動に,よ り積
極的 に関与す ることを再確認 した点 にあ る。
第5は,各 国 の権限 行使 は独 自の判断 に基 づ
く。っ まり,ECは 市民 により密接 にかかわる意
思決定 を しなければな らない。ECへ の権限集中
は欧州連合への正 しい道筋で はない。加盟各国の
権限を どう行使すべ きかの決定は,各 国 の判断 に
基づ く。ECは 加盟国が条約 に基づ く場合 にのみ
行動で きる。連合条約 は権限配分 の原理(theprin-
cipleofSubsidiarity)を示 している。権限配分 はE
Cが 市民 の支持 をえて前 進す るうえで重要 であ
る。
つま りこの宣言 は,① 開かれたEC。 ②ECと
加盟各国 との権限配分(Subsidiaity)。③条約 と市
民 の利益 との結 びつ き。④EC活 動への各国のよ
り密接なかかわ りな どであ り,欧 州市民 に身近 な
条 約 の達成 を強調 したので あ る(TheFinancial
Times,170ctober1992.)o
この視点 は重要であ る。各国市民 のこの条約へ
の参加権を保証 した もの と考える。問題 はEC委
員会が,こ の路線 を具体的 にどのように実践す る
かであ る。
もちろん,各国の利害関係 は複雑であ る。だが,
ローマ条約の原点の哲学 と経済学 をふまえて,通
貨統合に向 けて,EC市 民 は協力 し,前 進すべ き
であろう。通貨危機,市 民不安を=理由に,こ の条
約 を否定す るエ コノ ミス トおよびナ ショナ リス ト
は,ECの 歴史 と展望を改めて考え とほ しいと思
う。欧州市民の政治経済学 を どのよ うに構築す る
かを,私 たちは,バー ミンガム宣言か ら学 びたい。
新 しいECは,連 帯の中で の自立,自 立の中での
連帯 の論理 と倫理を もって前進すべ きで あろ う。
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